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(57)【要約】
【解決手段】
　回転機構を非連続に３６０度を超えて回転させる回転
ハードストップ組立体を提供する。所定の実施形態によ
ると、ウェハ搬送ロボット等のロボットのショルダー軸
に対して６３０度以上回転する組立体を用いる。回転ハ
ードストップ組立体は、バネとして互いに対向する複数
の磁石を含む。さまざまな実施形態によると、互いに対
向する複数の磁石によって、非接触形式での係合が可能
となり、接触時に雑音を発生させることがなく、時間が
経過しても磨耗することがない。回転ハードストップ組
立体は、ロボットの円筒座標系のどの回転方向からでも
位置決めが可能である。
【選択図】　図３Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｚ軸を中心としたθ回転運動を行う機構において回転を制限する装置であって、
　静止磁石組立体が装着されている静止部材と、
　前記静止部材に隣接して設けられており、且つ、回転可能磁石組立体が装着されている
回転可能停止部材と
　を備え、
　前記静止磁石組立体は、１以上の磁石が長手方向に、第１の磁極が前記静止磁石組立体
の第１の端部に位置し、第２の磁極が前記静止磁石組立体の第２の端部に位置するように
配置されており、
　前記回転可能磁石組立体は、１以上の磁石が長手方向に、第３の磁極が前記回転可能磁
石組立体の第１の端部に位置し、第４の磁極が前記回転可能磁石組立体の第２の端部に位
置するように配置されており、
　前記回転可能磁石組立体は、前記静止磁石組立体と係合可能であり、
　前記回転可能停止部材は、前記静止部材と係合していない場合には、前記機構と共に回
転するように前記機構上に装着されている装置。
【請求項２】
　前記静止磁石組立体は、選択された回転位置を越えて前記回転可能停止部材が回転しな
いよう止めるように、前記回転可能磁石組立体と係合可能である請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記装置は、選択された回転位置において前記第１の磁極に前記第３の磁極が近接して
、前記選択された回転位置を越えて前記回転可能停止部材が回転しないよう止めるように
、構成されている請求項１または請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記機構は、径方向運動およびθ回転運動が可能なロボットアーム機構を含む請求項１
から請求項３のうちいずれか一項に記載の装置。
【請求項５】
　前記装置は、選択された回転位置を越えて前記機構が回転しないように止めるための追
加の停止構造を備える請求項１から請求項４のうちいずれか一項に記載の装置。
【請求項６】
　前記静止部材は、内部環状凹部を有する管状部材である請求項１から請求項５のうちい
ずれか一項に記載の装置。
【請求項７】
　前記静止磁石組立体は、前記内部環状凹部内に配設される請求項６に記載の装置。
【請求項８】
　前記装置は、前記回転可能磁石組立体の回転経路が前記静止部材の前記内部環状凹部の
少なくとも一部を含むように、構成されている請求項６に記載の装置。
【請求項９】
　前記静止磁石組立体の前記１以上の磁石は円弧形状である請求項１から請求項８のうち
いずれか一項に記載の装置。
【請求項１０】
　前記静止磁石組立体の前記１以上の磁石は、前記静止部材の曲率に一致する円弧形状で
ある請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記回転可能停止部材は、前記回転可能磁石組立体の前記１以上の磁石が円弧形状であ
る請求項１から請求項１０のうちいずれか一項に記載の装置。
【請求項１２】
　前記回転可能停止部材は、環状部材である請求項１から請求項１１のうちいずれか一項
に記載の装置。
【請求項１３】
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　前記回転可能磁石組立体の前記１以上の磁石は、前記回転可能停止部材の曲率に一致す
る円弧形状である請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記回転可能停止部材と前記機構との間に設けられているベアリングをさらに備える請
求項１から請求項１３のうちいずれか一項に記載の装置。
【請求項１５】
　前記回転可能磁石組立体は、非接触係合で、前記静止磁石組立体に係合可能である請求
項１から請求項１４のうちいずれか一項に記載の装置。
【請求項１６】
　Ｚ軸を中心としたθ回転運動を行う機構を回転させる方法であって、静止磁石組立体が
装着されている静止部材と、前記静止部材に隣接しており、且つ、回転可能磁石組立体が
装着されている回転可能停止部材とを利用する方法であって、
　第１の回転方向に前記機構および前記回転可能停止部材を回転させる段階と、
　選択された回転位置において、前記回転可能停止部材と前記静止部材とを非接触形式で
係合させて、前記回転可能停止部材の回転を止めて静止させる段階と、
　前記第１の回転方向に前記回転可能停止部材を超えて前記機構を回転させる段階と
　を備える方法。
【請求項１７】
　第２の回転方向に前記機構を回転させる段階をさらに備え、
　前記第２の回転方向は、前記第１の回転方向の逆方向である請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記回転可能停止部材および前記機構を前記第２の回転方向に回転させる段階をさらに
備える請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　基板を搬送するシステムであって、
　複数の取得位置および載置位置と、
　ａ）３６０度を超えて非連続回転を行うロボットアーム、および、ｂ）磁石回転ハード
ストップ組立体を有する基板搬送ロボットと
　を備えるシステム。
【請求項２０】
　前記磁石回転ハードストップ組立体は、前記基板搬送ロボットのショルダー部と回転可
能停止部材とを非接触形式で係合させるように構成されている請求項１９に記載のシステ
ム。
【請求項２１】
　前記基板搬送ロボットは、請求項１に記載の装置を有する請求項１９または２０に記載
のシステム。
【発明の詳細な説明】
【関連出願】
【０００１】
　本願は、米国特許出願第１２／４３２，６２０号（出願日：２００９年４月２９日）に
基づき優先権を主張する。当該出願の開示内容は全て、参照により本願に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　円筒形ロボットは、半導体プロセスにおけるウェハ搬送システム等のさまざまな用途で
、物体を持ち上げて置くために用いられる。円筒形ロボットの軸と、径方向運動、回転運
動および垂直運動を行なうロボットアームとによって、円筒座標系が形成される。３６０
度を超える回転を行なうロボットは、運動の範囲が３６０度以下のロボットが必要とする
運動回数よりも少ない運動回数で、または、運動回数を最小限に抑えて、物体を持ち上げ
て置くことが可能となるので、スループットを改善する。
【０００３】
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　連続回転は、ロボットの運動およびスループットを最適化するためには有効であるが、
電気および空気圧を利用するスリップリング組立体が必要となる。また、３６０度を超え
て回転するとケーブルが破損したり絡まったりするので、標準的なケーブルをショルダー
部を貫通させて利用することができない。ハードストップ組立体は、アームが過度に回転
しないようにするために用いられるので、ショルダー部を貫通するケーブルおよび管状部
材は限界を超えて過度に回転させられることはない。３６０度を超えて回転しないように
するために、所与の構造上の特徴を設けて、アームと共に回転する別の構造上の特徴と係
合するように構成する。係合することによって、アームはいずれの方向にも過度に回転し
ないようになる。この結果、進路を逆にしてより長い経路を移動することが必要になり得
る（例えば、２６０度から１０度に移動するためには、１１０度ではなく２５０度移動す
る必要がある）。このため、エンバイロメント内でのロボットの到達可能範囲が制限され
てしまう。３６０度を超えて非連続的に回転させるために、可動ハードストップを用いる
としてよい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　回転機構用の、非連続に３６０度を超えて回転させる回転ハードストップ組立体を提供
する。所定の実施形態によると、ウェハ搬送ロボット等のロボットのショルダー軸につい
て３６０度から７２０度の間で回転させる組立体を用いる。回転ハードストップ組立体は
、対向する複数の磁石を備える。さまざまな実施形態によると、互いに対向する磁石によ
って、非接触方式の係合が実現され、接触時の雑音が発生することもなく、時間の経過に
応じて磨耗することもない。回転ハードストップ組立体は、ロボット円筒座標系のいずれ
の回転方向からも所定の位置に到達することを可能とする。
【０００５】
　本発明の一の側面は、Ｚ軸を中心としたθ回転運動を行う機構において回転を制限する
装置に関する。所定の実施形態によると、当該装置は、静止磁石組立体が装着されている
静止部材と、静止部材に隣接して設けられており、且つ、回転可能磁石組立体が装着され
ている回転可能停止部材とを備え、静止磁石組立体は、１以上の磁石が長手方向に、第１
の磁極が静止磁石組立体の第１の端部に位置し、第２の磁極が静止磁石組立体の第２の端
部に位置するように配置されており、回転可能磁石組立体は、１以上の磁石が長手方向に
、第３の磁極が回転可能磁石組立体の第１の端部に位置し、第４の磁極が回転可能磁石組
立体の第２の端部に位置するように配置されており、回転可能磁石組立体は、静止磁石組
立体と係合可能であり、回転可能停止部材は、静止部材と係合していない場合には、機構
と共に回転するように構成されている。
【０００６】
　静止部材は、ロボットドライブの一部、例えば、ショルダー部であってよい。静止部材
は、内面および／または外面が円形であってよい。静止磁石組立体は、各端部の磁極が回
転可能組立体の磁極と対向するべく露出されるように、静止部材上に装着される。静止部
材および静止磁石組立体は、静止磁石組立体に係合していない場合に回転可能磁石組立体
を障害物のない経路で回転させるように構成されている。特定の実施形態によると、静止
磁石組立体は、静止部材の内面から突出している。他の実施形態によると、静止磁石組立
体は、静止部材の外面から突出しているとしてもよく、または、静止部材の表面の上方ま
たは下方に装着されているとしてもよい。所定の実施形態によると、静止部材には環状凹
部またはその他の環状経路が画定されており、当該環状凹部または環状経路内に静止磁石
組立体が設けられて、当該環状凹部または環状経路の周囲を回転磁石組立体が回転可能で
ある。例えば、回転は一方向とするために露出されている磁極が１つのみである実施形態
、または、磁極が物理的に露出していないが、非接触形式のバネとして機能するのに十分
な特性を持つ実施形態もまた本発明の範囲内である。静止磁石組立体は、１以上の磁石を
有するとしてよい。
【０００７】
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　回転可能停止部材は、静止部材と係合していない場合に、機構と共に回転するように構
成されている。特定の実施形態によると、回転可能停止部材は、機構上に、例えば、回転
可能停止部材と機構との間に配置されているベアリング上に装着されている。回転可能停
止部材は、環状部材であってよい。回転可能停止部材は、回転可能磁石組立体を含む。
【０００８】
　静止磁石組立体は、選択された回転位置を越えて回転可能停止部材が回転しないよう止
めるように、回転可能磁石組立体と係合可能である。所定の実施形態によると、当該装置
は、選択された回転位置において前記第１の磁極に前記第３の磁極が近接して、前記選択
された回転位置を越えて前記回転可能停止部材が回転しないよう止めるように、構成され
ている第４の磁極は、選択された回転位置において第２の磁極と近接して、回転停止部材
の逆方向への回転を止めるとしてよい。
【０００９】
　回転可能磁石組立体は、両端の磁極が露出して静止組立体の磁極と向かい合うように、
回転可能停止部材に装着される。回転可能停止部材および静止部材は、それぞれの磁石組
立体の反発し合う磁極が係合時に近接するように、例えば、Ｓ極とＳ極、または、Ｎ極と
Ｎ極とが近接するように構成されている。所定の実施形態によると、当該装置は、選択さ
れた回転位置を越えて機構が回転しないように止めるための追加の停止構造を備える。こ
れは、切り込み、ピン等の任意のその他の停止構造であってよい。特定の実施形態による
と、追加で磁石組立体を利用するとしてよい。
【００１０】
　特定の実施形態によると、機構は、θ回転運動が可能なロボットアーム機構またはその
一部である。また、ロボットアーム機構は、径方向運動および垂直運動も可能である。
【００１１】
　特定の実施形態によると、静止磁石組立体および回転磁石組立体が有する１以上の磁石
は、静止磁石組立体の磁石の曲率が回転可能磁石組立体の磁石の曲率と一致するような円
弧形状となっている。このような構成とすることによって、磁石間で発生する反発力を可
能な限り全て、係合のために用いることができる。
【００１２】
　特定の実施形態によると、静止部材と回転可能停止部材とは、非接触方式で係合する。
回転可能磁石組立体の磁極が回転して静止磁石組立体の磁極に近接する位置まで到達する
と、係合する。（２つのＳ極、または、２つのＮ極の間で発生する）反発する磁力は、ベ
アリングまたはその他の力を克服して、回転可能停止部材が回転機構と共に回転できる程
度に十分な大きさを持つ磁力である。
【００１３】
　本発明の別の側面は、Ｚ軸を中心としたθ回転運動を行う機構を回転させる方法であっ
て、静止磁石組立体が装着されている静止部材と、静止部材に隣接しており、且つ、回転
可能磁石組立体が装着されている回転可能停止部材とを利用する方法に関する。さまざま
な実施形態によると、当該方法は、第１の回転方向に機構および回転可能停止部材を回転
させる段階と、選択された回転位置において、回転可能停止部材と静止部材とを非接触形
式で係合させて、回転可能停止部材の回転を止めて静止させる段階と、第１の回転方向に
回転可能停止部材を超えて機構を回転させる段階とを備える。
【００１４】
　特定の実施形態によると、当該方法は、第２の選択された回転位置において機構を停止
させる段階と、その後に第２の回転方向で機構を回転させる段階とを備えるとしてよい。
第２の回転方向は、第１の回転方向の逆方向である。回転可能停止部材および回転機構は
その後、第２の回転方向に回転させるとしてよい。特定の実施形態によると、回転可能停
止部材はその後、第３の選択された回転位置において、静止部材と係合する。回転機構は
その後、第２の回転方向で回転可能停止部材を超えて回転させられる。
【００１５】
　さまざまな実施形態によると、当該方法は、第１の位置から基板を取得して第２の位置
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に基板を載置するために、および／または、第３の位置に基板を載置して第４の位置から
ウェハを取得するために用いられるとしてよい。
【００１６】
　本発明の別の側面は、基板搬送システムに関する。さまざまな実施形態によると、当該
システムは、複数の取得位置および載置位置と、ａ）３６０度を超えて非連続回転を行う
ロボットアーム、および、ｂ）磁石回転ハードストップ組立体を有する基板搬送ロボット
とを備える。複数の取得位置および載置位置は、基板収納部、ロードロックおよび／また
は処理ステーションのさまざまな組み合わせを含むとしてよい。磁石回転ハードストップ
組立体は、前記基板搬送ロボットのショルダー部と回転可能停止部材とを非接触形式で係
合させるように構成されているとしてよい。
【００１７】
　本発明の上述およびその他の特徴および利点は、添付図面を参照しつつ以下でより詳細
に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施形態に係るウェハ処理システムを示す平面図である。
【００１９】
【図２Ａ】本発明の実施形態に係る円筒形ロボットを示す側面図である。
【００２０】
【図２Ｂ】本発明の実施形態に係る円筒形ロボットを示す斜視図である。
【００２１】
【図３Ａ】本発明の一実施形態に係るロボット組立体であって、静止磁石組立体を持つシ
ョルダー部と、回転可能磁石組立体を持つ可動ハードストップとを備えるロボット組立体
を示す分解図である。
【図３Ｂ】本発明の一実施形態に係るロボット組立体であって、静止磁石組立体を持つシ
ョルダー部と、回転可能磁石組立体を持つ可動ハードストップとを備えるロボット組立体
を示す分解図である。
【００２２】
【図４】本発明の実施形態に係るドライブを示す断面図である。
【００２３】
【図５Ａ】ロボットアームが時計回り方向に移動する際の静止ショルダー部、可動ハード
ストップ、およびロボットアームの回転位置を説明するための図である。
【００２４】
【図５Ｂ】ロボットアームが反時計回り方向に移動する際の静止ショルダー部、可動ハー
ドストップ、およびロボットアームの回転位置を説明するための図である。
【００２５】
【図６Ａ】さまざまな実施形態に係る、ロボットアームによる時計回りの回転の際に静止
磁石組立体と回転可能磁石組立体とが係合する様子を示す概略図である。
【図６Ｂ】さまざまな実施形態に係る、ロボットアームによる反時計回りの回転の際に静
止磁石組立体と回転可能磁石組立体とが係合する様子を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下に記載する本発明の詳細な説明では、本発明を完全に理解していただくべく数多く
の具体的な実施形態を記載する。しかし、当業者には明らかであるように、本発明は、こ
のような具体的且つ詳細な内容に基づかなくとも、または、別の構成要素またはプロセス
を用いても実施され得る。また、公知のプロセス、手順および素子は、本発明の側面を不
要にあいまいにすることを避けるべく、詳細な説明を省略している。
【００２７】
　本明細書で説明する装置および方法は、Ｚ軸を中心として回転可能部材または回転可能
機構を３６０度より大きい角度で回転させるために用いられるとしてよい。説明のために
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、以下の記載では、回転可能機構を回転可能ロボットアームと呼ぶ。しかし、当業者であ
れば、本明細書で説明する回転磁石ハードストップ組立体はこれに限定されるものではな
く、任意の回転可能機構について３６０度を超えて非連続的な回転を可能とするために用
いられ得るものと理解されたい。
【００２８】
　説明するように、本明細書に記載する装置および方法は、Ｚ軸を中心としてロボットア
ームを３６０度より大きく（θ方向に３６０度より大きく）回転させるために用いられる
としてよい。特定の実施形態によると、当該装置および方法は、処理ステーション、ロー
ドロック、収納部（例えば、正面開口式一体型ポッド（ＦＯＵＰ））等の間で半導体ウェ
ハを移動させるために用いられる。図１は、本発明の実施形態に係るウェハ処理システム
１００を示す平面図である。システム１００は、ロボット１５０と、１以上のロードロッ
ク１０２（つまり、１０２Ａ、１０２Ｂ）と、１以上のウェハ収納部１７０（つまり、１
７０Ａ、１７０Ｂ）とを備える。
【００２９】
　ロボット１５０は、ウェハ処理システムでウェハを取り扱うのに適しているマルチリン
クロボットである。ロボット１５０は、ロードロック１０２および収納部１７０の間でウ
ェハを移動させるように構成されている。ロボット１５０は、ロボットアーム１３０と、
１以上のウェハを支持するためのエンドエフェクタ１６０とを有する。（また、ロボット
は、複数のエンドエフェクタを有するとしてよく、説明を簡略化するため、１つのみ図示
している。）ロボット１５０は、アーム１３０およびエンドエフェクタ１６０に回転機能
（θ方向）を持たせるように構成されている。また、ロボットは、径方向運動機能（Ｒ、
ロボット１５０の中心から径方向）、および、垂直方向運動機能（Ｚ、高さ方向）をエン
ドエフェクタ１６０に持たせるように構成されているとしてよい。このため、ウェハを取
得位置から持ち上げるためには、取得位置に対向するように回転して、ウェハより下方の
位置まで降下して、取得位置まで延伸して、ウェハを持ち上げるために上昇するとしてよ
い。この後エンドエフェクタ１６０を後退させるとしてよく、ロボットアーム１３０およ
びエンドエフェクタ１６０を載置位置に対向するように回転させて、載置位置まで延伸し
て、ウェハを載置するために降下させるとしてよい。システム１００は、本明細書に記載
する装置および方法を採用し得るウェハ搬送システムの一例に過ぎない。例えば、特定の
実施形態では、ロードロックおよび処理モジュールの間での搬送を行なうシステムで採用
されるとしてもよい。
【００３０】
　ロボット１５０は、３６０度を越える範囲での非連続回転機能をアーム１３０に持たせ
るように構成されている。ロボットアームの回転は概して、多くの方法で実現され得る。
連続回転は、ロボットの運動およびスループットを最適化するためには有効であるが、電
気および空気圧を利用したスリップリング組立体を必要とする。また、３６０度を超えて
回転するとケーブルが破損したり絡まったりするので、標準的なケーブルをショルダー部
を貫通させて利用することができない。ハードストップ組立体は、アームが過度に回転し
ないようにするために用いられるので、ショルダー部を貫通するケーブルおよび管状部材
は限界を超えて過度に回転させられることはない。３６０度を超えて回転しないようにす
るために、所与の構造上の特徴を設けて、アームと共に回転する別の構造上の特徴と係合
するように構成する。係合することによって、アームはいずれの方向にも過度に回転しな
いようになる。この結果、進路を逆にしてより長い経路を移動することが必要になり得る
（例えば、２６０度から１０度に移動するためには、１１０度ではなく２５０度移動する
必要がある）。このため、図１に示したようなミニエンバイロメント内でのロボットの到
達可能範囲が制限されてしまう。通常のロボットは、非連続回転の全範囲が約２７０度に
過ぎず、３６０度未満である。３６０度を超えて回転させるには、以下でさらに説明する
が、可動ハードストップを利用するとしてよい。しかし、回転するハードストップの衝撃
を吸収するために軟性材料が利用されると、停止構造は高速移動時の慣性を吸収すること
ができず、移動が早過ぎる場合にはクリック音が発生してしまう。また、軟性材料は損耗
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してしまい、早期に故障が発生してしまう可能性がある。
【００３１】
　図２Ａおよび図２Ｂは、特定の実施形態に係るロボット２５０を示す図である。図２Ａ
は、ドライブ組立体筐体２１０と、ロボットアーム２３０と、エンドエフェクタ２６０と
を備えるロボット２５０を示す側面図であり、図２Ｂは、筐体２１０と、エンドエフェク
タを接続し得るロボットアーム２３０とを備えるロボット２５０を示す斜視図である。本
明細書に記載する回転ハードストップ組立体および方法によれば、θ方向の長距離移動の
速度を制限することなくロボットアームを３６０度を越えて回転させることが可能となる
。この結果、連続回転可能な設計を採用すると、複雑なスリップリング組立体が必要で、
且つ、標準的な高屈曲性のケーブルおよび管状部材をショルダー部の軸を貫通するように
利用することが禁止されるが、このような連続回転可能な設計になっていなくても、処理
ステーション、ロードロックまたはその他の取得／載置位置にどちらの回転方向からも到
達可能となる。回転ハードストップ組立体は、最高で７２０度の回転角を（組立体のサイ
ズによってのみ制限される）実現し、過度の回転を防止する。ハードストップ組立体は、
停止用の非接触式バネとして機能する磁石を含む。磁石は、雑音を発生させることがなく
、時間が経過しても磨耗しない。
【００３２】
　図３Ａおよび図３Ｂは、本発明の一実施形態に係るロボット組立体を示す分解図である
。ショルダー部３２０は、ドライブの一部であり、静止部材である。ショルダー部は概し
て、管状部材である。ショルダー部３２０の内部には、静止磁石組立体３６５が装着され
ており、回転磁石組立体３５５と係合するように構成されている。静止磁石組立体３６５
は、筐体３６７内に１以上の棒状磁石３６６を有しているとしてよく、棒状磁石の磁極は
静止磁石組立体の各端部で露出している。
【００３３】
　回転可能フランジ３３０は、ドライブシャフトに接続されており、ショルダー（Ｚ）軸
を中心として回転する。ロボットアーム（不図示）は、フランジ３３０に取着される。可
動ハードストップ３４０は、ベアリング３６０上に装着されており、回転可能磁石組立体
３５５を含む。回転可能磁石組立体３５５は、筐体３５７内に１以上の棒状磁石３５６を
有しており、棒状磁石の磁極は回転可能磁石組立体の各端部において露出している。静止
磁石組立体および回転可能磁石組立体は、棒状磁石を有しており、静止側および回転側の
互いに対向する磁石端部の極性が同じになるように構成されている。両組立体が十分に近
接している場合、発生する反発力は、ベアリングに対する抗力抵抗を克服するのに十分な
大きさとなる。
【００３４】
　可動ハードストップは、回転可能磁石組立体３５５が静止磁石組立体３６５に係合する
まで回転可能アームと共に回転するように構成されている回転可能部材である。ベアリン
グ３６０と回転可能フランジ３３０との間の摩擦は、可動ハードストップ３４０が係合す
るまで回転可能フランジ３３０と共に回転する程度に十分な大きさである。係合すると、
ベアリング３６０の摩擦は、磁力によって克服される。この後回転可能フランジアームは
、設計限界まで回転し続けることが可能である。図示した組立体では、設計限界を定める
ための停止構造として、ノックピン３７０を設ける。係合した静止ハードストップを超え
て回転している間、ノックピン３７０はハードストップの環状凹部３７５内を移動する。
アームの回転位置を検出して設計限界で進路を逆にするために適切なセンサ機構、制御回
路およびモータを用いるとしてよい。
【００３５】
　図４は、アームの図示を省略しているドライブ４１０を示す断面図である。ドライブシ
ャフト４０５は、アームを取着可能な回転可能フランジ４３０を回転させる。ショルダー
部４２０は、環状凹部４２５を有している。可動ハードストップ４４０に装着されている
回転可能磁石組立体（不図示）が、環状凹部４２５の一部を構成している静止磁石組立体
（不図示）と係合していない場合に、回転時に環状凹部４２５の内部を移動する。ベアリ
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ング４６０は、両磁石組立体が十分に近接して係合して、可動ハードストップ４４０と回
転可能フランジ４３０との間の摩擦を克服するまで、回転可能フランジ４３０と共に回転
している可動ハードストップ４４０を移動させ続ける。
【００３６】
　図５Ａおよび図５Ｂは、ロボットアームが移動している間の静止ショルダー部、可動ハ
ードストップおよびロボットアームの様子を説明するための図である。最初に５１０にお
いて、ロボットアーム５０１、可動ハードストップ５０３および静止ショルダー部５０５
が初期位置にある状態を図示している。各部材の相対的な位置を示すために目印を図示し
ている（ここでは１２時の位置）。その後、５２０に示すように、回転可能アーム５０１
およびハードストップ５０３を、第１の運動において第２の位置まで一緒に回転させる。
この時点において、可動ハードストップに装着されている回転可能磁石組立体（不図示）
がショルダー部に装着されている静止磁石組立体（不図示）に係合する。第２の運動にお
いて、５３０に示すように、ハードストップ５０３が静止した状態を維持する一方、回転
可能アーム５０１は、第３の位置まで回転を継続する。
【００３７】
　上述した第１の運動の範囲、つまり、可動ハードストップが回転している間の回転運動
は、両磁石組立体のサイズおよび回転度数によってのみ制限される。さまざまな実施形態
によると、第１の運動の範囲は、０度から３５０度、０度から３４０度、０度から３３０
度、または、０度から３２０度である。係合した両磁石組立体が占める角度は、１０度、
２０度、３０度、４０度、５０度等以下である。両磁石組立体が係合してハードストップ
がショルダーに対して静止する場合の上述した第２の運動の範囲は、ピン組立体またはそ
の他の停止構造のサイズによってのみ限定され、０度から３５５度と大きくなるとしてよ
い。このため、ロボットアームの全可動範囲は、７２０度から停止構造が占める物理的空
間を減算した結果となり、例えば、６３０度、６４０度以上と大きくなる。他の実施形態
によると、さらに運動範囲を大きくするために可動ハードストップを追加して利用すると
してもよい。特定の実施形態によると、回転磁石ハードストップを追加で利用する。
【００３８】
　図５Ｂは、逆方向（反時計回り方向）にロボットアームを移動させる場合の静止ショル
ダー部、可動ハードストップおよびロボットアームの様子を説明するための図である。５
４０において、回転可能アーム５０１は、図５Ａの５３０に示す第３の位置から、回転可
能ハードストップ５０３が係合している第２の回転位置まで回転する。ハードストップ５
０３は、係合状態から開放され、アーム５０１と共に半時計回り方向に第４の位置まで回
転する。第４の位置において、可動ハードストップの回転可能磁石組立体は、ショルダー
部の静止磁石組立体と係合する。この様子は５５０に示す。第２の運動において、５６０
に示すように、ハードストップ５０３は静止状態を維持する一方、回転可能アーム５０１
は第５の位置まで回転を続ける。
【００３９】
　特定の実施形態によると、相反力を最大限まで高めるために、対向する磁石はそれぞれ
、係合時に互いに中心を合わせると共に平坦になるように構成する。図６Ａおよび図６Ｂ
は、円弧形状の静止磁石６６５および回転磁石６５５を示す概略図である。図６Ａは、時
計回り方向に回転する場合のロボットアームの係合の様子を示す図であり、図６Ｂは反時
計回り方向に回転する場合の係合の様子を示す図である。
【００４０】
　上述したように、磁石は、上記では一例としてベアリングを挙げている、可動ハードス
トップを回転させる力を克服するのに、十分に強力である。利用され得る磁石の例として
、ネオジム（ＮＤ）磁石が挙げられる。具体例を挙げると、ＮＤ３５磁石またはＮＤ磁石
が用いられる。ベアリングの一例として、ＫＡ薄型シリーズ（Ｋａｙｄｏｎ（登録商標）
社、米国イリノイ州シカゴ）のベアリングが挙げられる。
【００４１】
　さまざまな実施形態によると、本明細書で記載したロボットアームの回転速度は、最大
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で１５０ｒｐｍ、例えば、１２０ｒｐｍ以上である。これを、３０ｒｐｍでハードストッ
プが係合するとクリック音が発生するハードストップを備えるロボットと比較していただ
きたい。
【００４２】
　上述した図面および説明は、回転ハードストップ組立体がどのように構成および実現さ
れるかの例を示したに過ぎない。

【図１】 【図２Ａ】
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【図２Ｂ】 【図３Ａ】

【図３Ｂ】 【図４】
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【図６Ａ】 【図６Ｂ】
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